	物納撤回申請書兼延納申請書
税務署長殿
令和　　年　　月　　日
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
フリガナ
[image: image1.emf]法 人 番 号

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
職　業　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日に物納許可の通知を受けた相続税額について、下記のとおり
物納の撤回と延納の申請をします。
記
　　　１　物納撤回及び延納申請税額
税額区分
合　　計
左　の　内　訳
納付方法の区分
不動産又は立木に
係る延納相続税額
(利子税の割合　年3.6％　4.8％)
動産等に係る延納
相続税額
(利子税の割合　年5.4％　6.0％)
物納撤回により納付する税額
①　　　　　　　　　　　円
②(①× eq \o\ac(○,22)又は eq \o\ac(○,21))　　　円
③(①－②)　　　　　　　円
一時に納付する税額
最低一時に納付しなければならない税額
⑥(④＋⑤)
④ ②÷当初の延納×既経過
　　　 可能年数　 延納年数
⑤ ③×当初の延納×既経過
　　　 可能年数   延納年数
実際に一時に納付する税額
⑦(⑥以上の額)
⑨(⑦－⑧)
⑧(⑦－④ただし③を限度)
延納申請税額
⑩(①－⑦)
⑪(②－⑨)
⑫(③－⑧)
　　　　　２　金銭で一時に納付すること　　３　不動産等の割合
区　分
課税相続財産の価額
(納税猶予の適用がある場合は農業投資価格等によります。)
割　合
割合の判定
立木の価額
⑬　　　　　　　円
⑯(⑬/⑮)
0.
不動産等(⑬を含む)の価額
⑭
⑰(⑭/⑮)
　　　0.
全体の課税相続財産の価額
⑮
割合の計算
立木の価額
⑱(千円未満の端数切捨て)
,000
 eq \o\ac(○,21)(⑱/⑳)
※　　0.
不動産等(⑬を含む)の価額
⑲(千円未満の端数切捨て)
,000
 eq \o\ac(○,22)(⑲/⑳)
※　　0.
全体の課税相続財産の価額
⑳(千円未満の端数切捨て)
,000
　　　　　　を困難とする理由


　　　　　４　物納財産収納済証書に記載
　　　　　　してある収納の日
令和　　年　　月　　日
　　　　　５　物納撤回を求めようとする
　　　　　　不動産
　　　　　　　別紙「物納撤回申請不動産
　　　　　　の内訳」のとおり
　　　　　６　物納の撤回の承認を求めようとする理由
　　　　　７　不動産等の財産の明細　　別紙不動産等の財産の明細書のとおり
　　　　　８　担　　保　　　別紙目録のとおり
　税務署
整理欄
郵送等年月日
担当者
令和 　年 　月　 日



	　９　延納税額、分納期限及び分納税額の計算の明細

　　　　　　　　　　　　区分
　　　　　　　　　　　延納税額
分納期限
分　　納　　税　　額
不動産等又は立木に係る延納相続税額
動産等に係る延納相続税額
計
(⑪の金額)
　　　　　　　　　円
(⑫の金額)
　　　　　　　　　円
(⑩の金額)
　　　　　　　　　円
第1回
令和
年   月   日
分納税額に1,000円未満の端数が生ずる場合には、端数金額はこの回に含めます。
円
分納税額に1,000円未満の端数が生ずる場合には、端数金額はこの回に含めます。
円
円
第2回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第3回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第4回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第5回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第6回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第7回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第8回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第9回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第10回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第11回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第12回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第13回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第14回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第15回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第16回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第17回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第18回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第19回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
第20回
年   月   日
　　　　　　　,000
　　　　　　　,000
　10　その他参考となる事項



	


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（規格Ａ４）
	別紙
物納撤回申請不動産の内訳 
物納の撤回を求めようとする不動産
左の不動産上の賃借権等の内訳
所在場所
種　類
数　量
収納価額
種　類
数　量
権利の種類
権利者の住所
権利者名
円
計
　（記載要領）１　「所在場所」欄には、物納の撤回を求めようとする不動産の所在場所を明確に記載してください。　
　　　　　　　２　「種類」欄には、土地については宅地、山林等の地目を、建物については居宅、店舗等の建物の種類を記載してください。
　　　　　　　３　「数量」欄には、土地については地積及び筆数を、建物については床面積及び棟数を記載してください。
　　　　　　　４　「収納価額」欄には、物納財産収納済証書に添付してある物納財産明細書の収納価額を記載してください。
　　　　　　　５　「権利の種類」欄には、賃借権、地上権、地役権、永小作権等の不動産を使用する権利の種類を記載してください。

	物納撤回申請書兼延納申請書別紙（物納撤回申請不動産の内訳）


物納撤回申請及び延納申請について
１　この申請ができるのは、物納の許可を受けた日から１年以内に限られます。
２　延納の申請をしないで物納撤回の申請だけをする場合には、「１　物納撤回及び延納申請税額」欄の「①」、「②」、「③」、「⑦」、「⑧」、「⑨」の各欄だけ記載してください。また、延納担保目録の提出の必要もありません。
３　物納撤回とともに延納の申請をする場合には、次にご注意ください。
　⑴　延納の期間は、この物納の撤回に係る相続税について当初から相続税法第38条第１項の規定により延納の許可があったものと仮定した場合の延納期間のうち、この物納の撤回承認の日以後の期間（以下の説明ではこの期間を「未経過延納期間」といい、その承認の日前の期間を「既経過延納期間」といいます。）を限度とします。

　⑵　延納税額は、未経過延納期間中に分納期限が到来することとなる延納年割額の合計額を限度とします。

　⑶　延納税額（利子税を含む。）に相当する担保の提供が必要ですので、別紙の「延納担保目録」にその内容を記載し、この申請書に添付して提出してください。

４　各欄の記載要領
⑴　「法人番号」欄
　　　申請者が法人の場合は、法人番号を記載してください。
⑵　「１　物納撤回及び延納申請税額」欄

各欄に付した番号の順に、各欄に示した算式に従って記載してください。
なお、次の欄の記載に当たっては、次によります。
　　イ　「物納撤回により納付する税額」欄の「①」欄には、物納の撤回を求める不動産の価額（別紙「物納撤回申請不動産の内訳」の収納価額の合計額）を記載してください。
　　ロ　「物納撤回により納付する税額」欄の「②」欄には、「①」欄の金額に「２　不動産等の割合」を乗じて算出した金額（ 100円未満の端数がある場合にはその端数金額は切り上げます。）を記載してください。

　　ハ　「最低一時に納付しなければならない税額」欄の「④」、「⑤」の各欄は、それぞれ「②」、「③」の各欄の金額について延納ができる年数で除した金額に、この申請時における既経過延納期間の年数を乗じた金額を記載してください。
　　ニ　「実際に一時に納付する税額」欄の「⑦」欄の金額がこの物納撤回とともに納付する税額ですが、この額は必ず「⑥」欄の金額以上でなければなりません。
　⑶　「２　金銭で一時に納付することを困難とする理由」

　　　その理由を具体的に記載してください。なお、記載しきれないときは、「別紙のとおり」と記載し、その理由は適宜の用紙に記載してください。
　⑷　「３　不動産等の割合」欄

　　　相続税申告書の添付明細書等に基づいて記載してください。
　　　なお、「割合の判定」欄は、財産の価額により計算した割合が、立木に係るものについては 0.3を超えるかどうか及び不動産に係るものが 0.5以上となるかどうか又は0.75以上となるかどうかを判定します。実際に適用する割合は、「割合の計算」欄に従って計算したものによります。

　⑸　「５　物納の撤回を求めようとする不動産」については、別紙の「物納撤回申請不動産の内訳」に記載し、この申請書に添えて提出してください。

　⑹　「６　物納の撤回の承認を求めようとする理由」欄には、物納の撤回の承認を求めようとする理由を具体的に記載してください。

　⑺　「10　その他参考となる事項」欄には、次のような事項を記載してください。

　　イ　納税管理人を定めている場合は、その納税管理人の住所、氏名及び納税地を記載してください。
　　ロ　物納撤回申請不動産追加要求通知を受けたことによりこの申請書を提出するときは、「物納撤回申請不動産追加要求による申請、当初物納撤回申請　年　月　日」と記載してください。

５　この申請書の記載についての不明な点又は詳細な事項については税務署（又は国税局）にお尋ねください。
作成税理士


　事務所所在地


　（電話番号）


　　署　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








※� eq \o\ac(○,21)�� eq \o\ac(○,22)�の算出にあたっては、小数点第三位未満の端数切り上げ








（規格Ａ４）








